
 

 

 議題１ 

政策会議付議事案書（令和４年２月７日） 

提案課名 警防課 

報告者名 加藤 和博 

事案名  秦野市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正することについて 

    有 

資料 

    無 

目
的
・
必
要
性 

消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律の一部改正に伴い、消防団員等

に係る傷病補償年金等を受ける権利を、担保として提供する例外規定を削除するた

め、所要の改正を行うものです。 

経
過
・
検
討
結
果 

１ 令和２年６月５日 

 (1) 「年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律」が公布 

（令和４年４月１日施行） 

 (2) 「消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律」の一部改正 

（令和４年４月１日施行） 

２ 令和４年２月１日 

  消防庁次長通知「市（町村）消防団員等公務災害補償条例（例）の一部改正に 

ついて」により、秦野市消防団員等公務災害補償条例を一部改正 

（令和４年４月１日施行） 

 

 

 

決
定
等
を
要
す
る
事
項 

秦野市消防団員等公務災害補償条例の一部を、次のとおり改正すること。 

消防団員等の公務災害が発生した場合、傷病補償年金又は年金である損害補償若し

くは遺族補償を受ける権利を、株式会社日本政策金融公庫又は沖縄振興開発金融公庫

に担保として提供するただし書きを削ること。 

今
後
の
取
扱
い 

令和４年２月   市議会第１回定例月会議に議案提出 

４月１日 改正条例の施行 
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議案第  号  

 

   秦野市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正することについ 

   て 

 

 

 秦野市消防団員等公務災害補償条例の一部を別紙のとおり改正するものとす

る。 

 

  令和４年  月  日提出 

 

秦野市長 高 橋 昌 和  

 

 

提案理由 

消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律の一部改正に伴い、消防

団員等に係る傷病補償年金等を受ける権利を担保として提供することができる

例外規定を削除するため、改正をするものであります。 

 資料 １ 
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秦野市条例第  号  

 

   秦野市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

 

 秦野市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年秦野市条例第２３号）の一

部を次のように改正する。 

第４条ただし書を削る。 

 

附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 

 資料 ２ 
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議案第  号 秦野市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例案新旧対照表 

新 旧 

（譲渡等の禁止） （譲渡等の禁止） 

第４条 損害補償を受ける権利は、譲渡し、担保にし、又は差し 第４条 損害補償を受ける権利は、譲渡し、担保にし、又は差し 

押さえることができない。 押さえることができない。ただし、傷病補償年金又は年金であ 

 る傷害補償若しくは遺族補償を受ける権利を株式会社日本政策 

 金融公庫又は沖縄振興開発金融公庫に担保として提供する場合 

 は、この限りでない。 

  

  

附 則  

この条例は、令和４年４月１日から施行する。  

  

  

  

 

 資料 ３ 
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議案第  号資料 

 

   秦野市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正することについて 

 

１ 改正の経過 

  令和２年６月５日に、年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を

改正する法律が公布され、同法附則第６５条で消防団員等公務災害補償等責

任共済等に関する法律の一部が改正されました。 

これを踏まえ、令和４年２月１日付けで消防庁次長から、株式会社日本政

策金融公庫又は沖縄振興開発金融公庫が行う年金担保貸付事業が廃止される

ことに伴い、消防団員等が障害補償年金等を受ける権利を担保として提供す

ることができる例外規定を、削除する通知がありました。 

 

２ 現在の状況 

消防団員若しくは消防作業従事者等は消防作業等に従事したことによる損 

害補償を受ける権利は、譲渡し、担保にし、又は差し押さえることはできま

せんが、傷病補償年金又は年金である障害補償若しくは遺族補償を受ける権

利を株式会社日本政策金融公庫又は沖縄振興開発金融公庫に担保として提供

する場合は、この限りでないと規定しています。 

 

３ 施行日 

  令和４年４月１日 

資料 ４ 
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政策会議付議事案書（令和４年２月７日） 

提案課名 文書法制課 

報告者名 香坂 修 

事案名  行政文書に係る保存年限の見直しについて 

    有 

資料 

    無 

目
的
・
必
要
性 

行政文書の増加に伴い不足するスペースを確保するととともに、現状や課題を踏ま

えた取組を推進するため、令和３年２月２４日に「行政文書の適正管理に係る基本方

針」を定めました。 

 この基本方針では、具体的な取組として「保存文書の発生・増加の抑制」を位置付

けており、その一環として「保存年限の在り方の見直し」を進めるものです。 

 行政文書の保存年限については、１０年を超えるものは、原則として永年保存とし

てきたことから、永年保存文書が長年にわたり蓄積され、文書庫等のスペースを圧迫

している状況にあります。 

 このことへの対応策としては、永年保存を廃止し、最長の保存年限を有期限化した

うえで、保存年限を経過した文書を廃棄することが考えられます。 

 一方、行政文書は、市民共有の知的資源であり、過去における本市の主要な活動や

社会の情勢を跡付ける貴重な情報が記録されていることから、永年保存を廃止した場

合であっても、歴史的な価値がある行政文書については、継続して保存していく必要

があります。 

こうしたことを踏まえ、行政文書の最長の保存年限について、公文書等の管理に関

する法律及び同法施行令と同様の「３０年」にするとともに、歴史的な価値があり、

保存年限経過後も継続して保存する行政文書を選別するための基準を定めるもので

す。 

経
過
・
検
討
結
果 

１ 経過 

  令和 ２年 ４月 文書等の取扱いに関する規程の改正 

（保存年限ごとの基準を類型化して追加） 

    〃  １０月 歴史的資料の在り方に係る生涯学習課との打合せ 

 

 議題２ 



 

 

経
過
・
検
討
結
果 

 令和 ３年  ２月 行政文書の適正管理に関する基本方針を策定 

    〃   ４月 総合計画に「保存文書のあり方の見直し」を位置付け 

    〃   ５月 相模原市への行政視察（永年保存の見直し等について） 

    〃   ７月 文書分類表の各課点検及び修正（１回目） 

    〃  １１月 文書分類表の各課点検及び修正（２回目） 

           選別規程（案）に係る各課意見の照会 

  令和 ４年 １月 選別規程（案）及び文書分類表改正案に係る学識経験者へ

の意見照会 

 

２ 県内１９市の状況 

 (1) 永年保存を廃止した自治体 

   １２市（横浜市、川崎市、相模原市、横須賀市、平塚市、鎌倉市、茅ケ崎

市、逗子市、大和市、伊勢原市、海老名市、座間市） 

 (2) 永年保存を継続している自治体 

   ７市（藤沢市、小田原市、三浦市、秦野市、厚木市、南足柄市、綾瀬市） 

  

３ 検討結果 

 (1) 行政文書に係る永年保存を廃止し、最長の保存年限を３０年とする。 

 (2) 歴史的な価値がある行政文書の選別は、別紙「秦野市歴史的文書の選別に関

する規程（案）」による。 

決
定
等
を
要
す
る
事
項 

１ 行政文書に係る永年保存を廃止し、最長の保存年限を３０年とすること。 

２ 永年保存の廃止に伴い、秦野市歴史的文書の選別に関する規程を制定するこ

と。 

今
後
の
取
扱
い 

令和４年３月   文書等の取扱いに関する規程の改正（永年保存の廃止） 

選別に関する規程の制定（令和４年４月１日施行） 

〃 ４月以後 文書分類表の個別文書に対する選別サインの設定 

（各課照会、庁内組織による検討、学識経験者への意見照会） 

       新文書分類表に基づく歴史的文書の選別 

       （各課照会、庁内組織による検討、学識経験者への意見照会） 

 



（案） 

 

 

秦野市訓令甲第  号  

庁 中 一 般  

出 先 機 関 一 般  

 

秦野市歴史的文書の選別に関する規程を次のとおり定める。 

 

令和  年  月  日 

 

秦野市長 高 橋 昌 和  

 

秦野市歴史的文書の選別に関する規程 

 

 （趣旨） 

第１条 この訓令は、秦野市文書等の取扱いに関する規程（昭和４４年訓令甲

第５号）に規定する文書等のうち、歴史的な資料として重要な文書（以下 

「歴史的文書」という。）を選別するために必要な事項を定める。 

 （基本的考え方） 

第２条 過去における本市の主要な活動又は社会の情勢を跡付けることができ

るようにするため、並びに文書を市民共有の知的資源として管理し、現在及

び将来にわたり説明する責務を全うできるようにするため、歴史的文書とし

て選別すべき文書は、次の各号のいずれかに該当する文書とする。 

 (1) 政策の検討過程、決定、実施及び実績並びに行政組織に関する重要な情

報が記録された文書 

 (2) 市民の権利及び義務に関する重要な情報が記録された文書 

 (3) 市民を取り巻く社会環境、自然環境等に関する重要な情報が記録された

文書 

 (4) 市の歴史、文化、学術、出来事等に関する重要な情報が記録された文書 

 （選別基準） 

第３条 前条の基本的考え方に基づき歴史的文書として選別する文書は、次の

表のとおりとする。 

番号  文書の区分 選別する文書 

１ 総合的な計画の策定等に 基本構想、総合計画等の企画、立案及び 

 

資料 



 

 

 

 関するもの 施行に関する文書 

２ 行政上の特に重要な意思

決定を行うためのもの 

行政運営の基本方針及び重要施策を審議

する会議に関する文書 

３ 重要な事務事業の計画及

び実施に関するもの 

行政計画、事務事業基本方針等のうち、

重要な事務事業の計画及び実施に関する

文書 

４ 諮問及び答申に関するも

の 

法令及び条例に基づく審議会等に係る諮

問、答申等に関する文書で、施策の実施

に係る基本的な姿勢及び方向性に影響を

与えたもの 

５ 市議会に関するもの 市議会の議案、議決、議事録その他議会

に関する重要な文書 

６ 予算及び決算に関するも

の 

予算編成に関する文書及び決算報告に関

する重要な文書 

７ 市長等の事務引継ぎに関

するもの 

市長、副市長及び教育長の事務引継に関

する文書 

８ 制度及び組織の新設及び

改廃に関するもの 

重要な制度の新設、改正及び廃止並びに

組織の新設、改正及び廃止に関する文書 

９ 職員の人事に関するもの 職員の任免及び賞罰に関する重要な文書 

１０ 条例、規則、訓令、要綱

等の例規に関するもの 

条例、規則、訓令及び要綱の制定及び改

廃に関する文書並びに公示に関する重要

な文書 

１１ 争訟に関するもの 訴訟、和解、強制執行等に関する文書 

１２ 公有財産に関するもの 公有財産の取得及び処分に関する重要な

文書 

１３ 許認可等をするためのも

の 

地域の環境に影響を与える土地利用の変

更及び施設の設置に関する文書 

１４ 調査研究、統計等に関す

るもの 

調査、研究及び統計に関する重要な文書 

１５ 市町村の廃置分合、沿革

等に関するもの 

市町村の廃置分合、境界変更、行政区画

及び沿革に関する文書 

１６ 文化財に関するもの 市内の指定文化財及び埋蔵文化財に関す 



 

 

 

  る重要な文書 

１７ 市政、行事及び市民生活

に関するもの 

市政、行事、出来事及び市民生活に関す

る重要な文書 

１８ 栄典、表彰及び褒章に関

するもの 

国県表彰の上申、市表彰等重要な表彰に

関する文書 

１９ その他歴史的な価値があ

ると認めるもの 

１から１８に掲げるもののほか、歴史的

な価値があると認める文書 

 

   附 則 

 この訓令は、令和  年  月  日から施行する。 

 



 

 

政策会議付議事案書（令和４年２月７日） 

提案課名 人事課  保育こども園課 こども育成課 

報告者名 今井 剛 稲垣 由美恵  片野 新治 

事案名 保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業の実施について 

    有 

資料 

    無 

目
的
・
必
要
性 

国のコロナ克服・新時代開拓のための経済対策（令和３年１１月１９日閣議決

定）に基づき、保育士や幼稚園教諭等を対象に、賃上げ効果が継続される取組を行

うことを前提として、令和４年２月から収入を３％程度（月額９，０００円程度）

引き上げるための措置の実施について、検討するよう国から通知がありました。 

本事業は、民間及び公立の保育所や幼稚園等に勤務する職員を対象とし、賃上げ

相当分については処遇改善臨時特例交付金の対象となります。 

このことを踏まえ、民間の保育所等を対象に交付金を交付するとともに、本市の

会計年度任用職員の処遇についても改善をするものです。 

経
過
・
検
討
結
果 

１ 令和３年１２月２３日 国から「保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事

業」及び「放課後児童支援員等処遇改善臨時特例事業」の実施について検討を促

す通知 

２ 令和３年１２月２４日 本事業は、公立の保育所等で働く地方公務員について

も対象となるとの通知 

３ 対象施設及び予算等（資料１） 

４ 県内他市の対応状況（資料２） 

  県内他市に公立園等の対応状況を確認したところ、１６市中１１市が対応を行

う予定 

決
定
等
を
要
す
る
事
項 

１ 次に掲げる事業所の職員の処遇改善を行うため、令和４年２月からそれぞれの事

業を実施すること。 

(1) 民間の保育所等に関し「保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業」を実施

する。 

(2) 民間の児童ホーム等に関し「放課後児童支援員等処遇改善臨時特例事業」を実

施する。 

(3) 秦野市役所に関し(1)、(2)の事業を実施する。 

２ 秦野市役所については、会計年度任用職員（保育幼稚園教諭及び放課後児童支援

員等）の処遇改善を行うこととし、常勤職員は対象としない。 

 議題３ 
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今
後
の
取
扱
い 

１ 民間の保育所及び児童ホーム 

  令和４年２月中旬  従業員報酬の２月分からの引上げに伴う交付金申請の周

知及び申請受付開始 

   〃  ３月以降  施設への交付 

   〃  ４月以降  施設からの実績報告 

２ 会計年度任用職員 

  令和４年２月中旬  給与に関する条例施行規則の一部改正 

            対象職種の報酬を２月分から引上げ 
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  資料 

 

 

  令和４年１月１９日作成 

 

  保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業について 

 

１ 事業概要 

国のコロナ克服・新時代開拓のための経済対策（令和３年１１月１９日閣議

決定）に基づき、保育士や幼稚園教諭等を対象に、賃上げ効果が継続される取

組を行うことを前提として、収入を３％程度（月額９，０００円程度）引き上

げるための措置を令和４年２月から実施するものです。 

  本事業は、保育所や幼稚園等に勤務する職員を対象とし、賃上げ相当分につ

いては交付金の対象となります。 

 

２ 実施方法（民間施設） 

  市は、施設ごとに国の交付要綱に定める基準額を算出して交付します。 

施設は、交付された額を職員の基本給や毎月の手当の賃金改善及び賃金改善

に伴い増加する法定福利費等の事業主負担分に充てます。要綱に基づく基準額

がその施設の常勤職員に応じた必要改善額（３％程度）となるため、この額を

使い切ることにより、本事業の目的である賃金改善が行われたことになります。 

国は、常勤職員を対象に月額 9,000 円程度の改善を想定していますが、実際

の賃金改善額は、施設の判断により職種や給与体系等に応じた配分とすること

ができます。 

 

３ 民間の保育所について（保育こども園課） 

 (1) 対象施設数 

   認定こども園４施設、保育所２２施設、地域型保育事業５施設 

   幼稚園１施設 

(2) 財源 

   ア  令和４年２月から９月まで  国 10/10 

   イ 令和４年１０月以降     国 1/2 県 1/4 市 1/4 

(3) 予算 

   ア  令和３年度 既決予算で対応        12,000 千円 

   イ  令和４年度 当初予算           91,500 千円 

                                       （市負担分:11,438 千円） 

 

４ 民間の児童ホームについて（こども育成課） 

(1) 対象施設及び対象職員 

- 3-



   

 

 

ア 支援単位数      １８教室（ＮＰＯ法人等７団体） 

イ 支援員数       約６５名（常勤：約２５名、非常勤：約４０名） 

(2) 財源 

   ア  令和４年２月から９月まで  国 10/10 

   イ 令和４年１０月以降     国 1/3 県 1/3 市 1/3 

(3) 予算 

   ア  令和３年度 既決予算で対応        1,166 千円 

   イ  令和４年度 当初予算           8,910 千円 

                                       （市負担分:1,485 千円） 

 

５ 会計年度任用職員について（人事課） 

 (1) 対象職種 

   「保育幼稚園主任教諭（２名）」、「保育幼稚園教諭（１０１名）」、「放課後

児童主任支援員（２７名）」及び「放課後児童支援員（１２８名）」 

   なお、こども園勤務の場合に限り「事務補助員（５名）」、「業務員（１０

名）」及び「学校給食調理員（３名）」についても対象とします。 

   また、「保育幼稚園支援教諭（２２名）」及び「看護師（４名）」は、本事

業の対象外となっています。 

(2) 民間との比較 

  ア 保育幼稚園教諭 

    民間平均年収  ２，４１０，５７０円（※市内民間園の年収） 

    秦野市平均年収 ２，４９８，４８３円 

    差額         ８７，９１３円 

  イ 放課後児童支援員 

    民間平均年収  １，９９４，５４０円（※市内民間ホームの年収） 

    秦野市平均年収 ２，１０５，０６１円 

    差額        １１０，５２１円 

 (3) 処遇改善方法 

     各職種の基礎号給の報酬額（時間単価）に３％を上乗せした金額の直近上

位の表級号給を基礎号給とします。 

   昇給後の号給についても、基礎号給の引上げ幅と同様の号給を引き上げ

るものとします。 

 

  【例】保育幼稚園教諭の場合 

   基礎号給：１－１５   １，１０６円（時給） 

   １，１０６円×３％増≒１，１３９円 
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   １，１３９円の直近上位：１－１９ １，１４６円（時給） 

   ４０円（４号給）の増 

 

  【例】放課後児童支援員の場合 

      基礎号給：１－１０   １，０６０円（時給） 

   １，０６０円×３％増≒１，０９２円 

   １，０９２円の直近上位：１－１４ １，０９６円（時給） 

   ３６円（４号給）の増 

 (4) 常勤職員について 

   常勤職員（保育教諭等）の給与は、事務職員と同様の給与体系となってお

り、民間保育所と比較した場合も大幅に上回っていることから引上げの対

象外とするものです。   

 (5) １月当たりの概算影響額[総額 １，０５１，２２２円] 

  ア 保育教諭 

    ４０円×９，４３８時間（月平均勤務時間）＝３７７，５２０円 

  イ 放課後児童支援員 

    ３６円×１３，３００時間（月平均勤務時間）＝４７８，８００円 

  ウ 幼稚園教諭 

    ４０円×３，６２９時間（月平均勤務時間）＝１４５，１６０円 

  エ 事務補助員 

    ３４円×４１３時間（月平均勤務時間）＝１４，０４２円 

  オ 業務員 

    ３４円×７８０時間（月平均勤務時間）＝２６，５２０円 

  カ 学校給食調理員 

    ３４円×２７０時間（月平均勤務時間）＝９，１８０円 

(6) 財源 

   ア  令和４年２月から９月まで  国 10/10 

   イ 令和４年１０月以降     地方交付税措置を予定 

(7)  予算（報酬） 

     令和３年度 既決予算で対応        2,103 千円 

     令和４年度 当初予算           12,615 千円 
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６ 影響額                         

                              （単位：千円） 

対象 民間保育所 民間児童ホーム 会計年度任用職員 
合計 

予算課 保育こども園課 こども育成課 任用課 

令和３年度 12,000  1,166  2,103  15,269  

令和４年度 91,500 8,910  12,615 113,025 

市負担分(内数) (11,438) (1,485)  (6,307) (19,230) 

合計 103,500  10,076  14,718  128,294  

※ 令和３年度は、令和４年２月及び３月の２か月分です。 

※ 令和４年１０月以降の民間児童ホーム及び会計年度任用職員の市負担分は、

交付税措置される予定です。 

 

７ 今後のスケジュール 

(1) 民間の保育所及び児童ホーム 

   令和４年２月中旬 従業員報酬の２月分からの引上げに伴う交付金申請

の周知及び申請受付開始 

   令和４年３月以降 施設への交付 

   令和４年４月以降 施設からの実績報告 

 (2) 会計年度任用職員 

   令和４年２月中旬 給与に関する条例施行規則の一部改正 

            対象職種の報酬を２月分から引上げ 
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政策会議付議事案書（令和４年２月７日） 

提案課名 人事課 

報告者名 今井 剛 

事案名 秦野市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正することについて 

    有 

資料 

    無 

目
的
・
必
要
性 

令和３年８月１０日に人事院が行った「公務員人事管理に関する報告」及び「国

家公務員の育児休業等に関する法律の改正についての意見の申出」の中で国家公務

員に係る「妊娠・出産・育児等と仕事の両立支援のために講じる措置」が示されま

した。 

両者は、これまで非常勤職員の育児休業等については、妊娠等のライフイベント

が生じることは常勤・非常勤といった勤務形態で変わるものでないにも関わらず、

取得要件について差が生じていたことの是正を求める内容となっています。 

そのため、非常勤職員の育児休業等の取得要件緩和及び育児休業を取得しやすい

勤務環境の整備に関する措置について、国家公務員においては、令和４年４月１日

に施行することとされており、地方公務員の勤務条件等についても地方公務員法第

２４条第４項において、国家公務員の措置との権衡を踏まえることが求められてい

ます。 

このことを踏まえ、本市においても取得要件の緩和等を行うため、条例の一部を

改正するものです。 

経
過
・
検
討
結
果 

１ 令和３年８月１０日 人事院が行った「公務員人事管理に関する報告」及び

「国家公務員の育児休業等に関する法律の改正についての意見の申出」で、国家

公務員に係る「妊娠・出産・育児等と仕事の両立支援のために講じる措置」が示

される。 

２ 令和４年１月１４日 国から非常勤職員の育児休業等の取得要件の緩和等に係

る条例（案）改正予定事項が技術的助言として通知される。 

 議題４ 
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決
定
等
を
要
す
る
事
項 

秦野市職員の育児休業等に関する条例の一部を次のとおり改正するもの。 

１ 非常勤職員の育児休業等の取得要件を緩和すること。 

  育児休業及び部分休業の取得要件のうち、「同一の職に引き続き在職した期間が

１年以上あること。」を削除するもの。 

２ 育児休業を取得しやすい勤務環境の整備に関する処置を追加すること。 

 (1) 出産等の申出があった職員に対して、育児休業に関する制度を知らせるととも

に、育児休業に係る職員の意向を確認するための面談等の処置を講じること。 

 (2) 職員に対する育児休業に係る研修の実施 

 (3) 育児休業に関する相談体制の整備 

 (4) その他育児休業に係る勤務環境の整備に関する処置 

今
後
の
取
扱
い 

令和４年３月 改正条例の議案を上程 

（施行期日は、令和４年４月１日からとする。） 
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  資料１ 

議案第  号  

 

秦野市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正することにつ

いて 

 

 秦野市職員の育児休業等に関する条例の一部を別紙のとおり改正するものと

する。 

 

  令和４年  月  日提出 

 

秦野市長 高 橋 昌 和  

 

 

提案理由 

人事院による「国家公務員の育児休業等に関する法律の改正についての意見

の申出」を考慮して、本市非常勤職員の育児休業等の取得要件の緩和等をする

ため、改正するものであります。 
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資料２ 

 

秦野市条例第  号 

 

秦野市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 

秦野市職員の育児休業等に関する条例（平成４年秦野市条例第５号）の一部

を次のように改正する。 

第２条第３号ア（ア）を削り、同号ア（イ）を同号ア（ア）とし、同号ア

（ウ）を同号ア（イ）とする。 

第２０条第２号中「次のいずれにも該当する」を「勤務日の日数及び勤務日

ごとの勤務時間を考慮して規則で定める」に改め、同号ア及びイを削る。 

第２４条を第２６条とし、第２３条の次に次の２条を加える。 

（妊娠又は出産等についての申出があった場合における処置等） 

第２４条 任命権者は、職員がその任命権者に対し、その職員又はその配偶者

が妊娠し、又は出産したことその他これに準じる事実を申し出たときは、そ

の職員に対して、育児休業に関する制度その他の事項を知らせるとともに、

育児休業の承認の請求に係るその職員の意向を確認するための面談その他の

処置をとらなければならない。 

２ 任命権者は、職員が前項の規定による申出をしたことを理由として、その

職員が不利益な取扱いを受けることがないようにしなければならない。 

（勤務環境の整備に関する処置） 

第２５条 任命権者は、育児休業の承認の請求が円滑に行われるようにするた

め、次に掲げる処置をとらなければならない。 

 (1) 職員に対する育児休業に係る研修の実施 

 (2) 育児休業に関する相談体制の整備 

 (3) その他育児休業に係る勤務環境の整備に関する処置 

 

附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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議案第  号 秦野市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例案新旧対照表 

新 旧 

（育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲

げる職員とする。 

（育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲

げる職員とする。 

 (1)・(2) （略）  (1)・(2) （略） 

 (3) 非常勤職員のうち、次のいずれかに該当する職員以外の職

員 

 (3) 非常勤職員のうち、次のいずれかに該当する職員以外の職

員 

ア 次のいずれにも該当する職員 ア 次のいずれにも該当する職員 

  (ｱ) 同一の職に引き続き在職した期間が 1 年以上であるこ

と。 

 (ｱ)・(ｲ) （略）  (ｲ)・(ｳ) （略） 

イ・ウ （略） イ・ウ （略） 

（部分休業をすることができない職員） （部分休業をすることができない職員） 

第２０条 育児休業法第１９条第１項の条例で定める職員は、次

に掲げる職員とする。 

第２０条 育児休業法第１９条第１項の条例で定める職員は、次

に掲げる職員とする。 

 (1) （略）  (1) （略） 

 (2) 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して規則で

定める非常勤職員以外の非常勤職員（地方公務員法第２８条

の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員（以下

「再任用短時間勤務職員等」という。）を除く。） 

 (2) 次のいずれにも該当する非常勤職員以外の非常勤職員（地

方公務員法第２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職を

占める職員（以下「再任用短時間勤務職員等」という。）を

除く。） 

資料３ 
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 ア 同一の職に引き続き在職した期間が１年以上ある非常勤

職員 

 イ 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して規則

で定める非常勤職員 

（妊娠又は出産等についての申出があった場合における処置等） 

第２４条 任命権者は、職員がその任命権者に対し、その職員又

はその配偶者が妊娠し、又は出産したことその他これに準じる

事実を申し出たときは、その職員に対して、育児休業に関する

制度その他の事項を知らせるとともに、育児休業の承認の請求

に係るその職員の意向を確認するための面談その他の処置をと

らなければならない。 

２ 任命権者は、職員が前項の規定による申出をしたことを理由

として、その職員が不利益な取扱いを受けることがないように

しなければならない。 

（勤務環境の整備に関する処置） 

 

第２５条 任命権者は、育児休業の承認の請求が円滑に行われる

ようにするため、次に掲げる処置をとらなければならない。 

 (1) 職員に対する育児休業に係る研修の実施 

 

 (2) 育児休業に関する相談体制の整備  

 (3) その他育児休業に係る勤務環境の整備に関する処置  

（委任） （委任） 

第２６条 （略） 第２４条 （略） 
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   附 則  

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。  
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資料４ 

 

議案第  号資料  

 

   秦野市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正することにつ 

いて 

 

１ 経過 

  令和３年８月１０日に人事院が行った「公務員人事管理に関する報告」及

び「国家公務員の育児休業等に関する法律の改正についての意見の申出」に

おいて、国家公務員に係る「妊娠・出産・育児等と仕事の両立支援のために

講じる措置」が示されました。 

 当該措置のうち、「非常勤職員の育児休業等の取得要件緩和」及び「育児

休業を取得しやすい勤務環境の整備に関する措置」について、国家公務員に

おいては、令和４年４月１日施行とされており、地方公共団体においても当

該措置を講じるよう通知がありました。 

このことを踏まえ、本市においても、秦野市職員の育児休業等に関する条

例に規定されている非常勤職員の育児休業等の取得要件を緩和するため、改

正するものです。 

 

２ 改正の内容 

 (1) 非常勤職員の育児休業等の取得要件の緩和 

   育児休業及び部分休業の取得要件のうち、「同一の職に引き続き在職し

た期間が１年以上あること。」を削除するものです。 

(2) 育児休業を取得しやすい勤務環境の整備に関する処置 

   「妊娠・出産等を申し出た職員に対する育児休業制度等の周知及び取得

意向確認のための処置」及び「育児休業を取得しやすい勤務環境の整備に

関する処置」について追加するものです。 

 

３ 施行日 

  令和４年４月１日 
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